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平成27年4月1日から平成28年3月31日まで



株主の皆様には、平素から格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
このたびの熊本県を中心とする地震により被災された皆様には、心よりお見舞い申し上げ

ますとともに、一刻も早い復興をお祈り申し上げます。
平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第102期の事業の概況について、ご報告申

し上げます。
当期の我が国経済は政府による経済・金融政策や円安により、前半は企業の生産や収益に

持ち直しの兆しが見られましたが、後半は個人消費の低迷や新興国を中心にした海外経済の
減速を受け、総じて景気は緩やかな回復基調となりました。
建設業界におきましては公共工事が減少したものの、企業の設備投資や首都圏の再開発な

どの効果もあり、堅調に推移しました。
このような景況下、当社グループは工事量と利益確保の経営方針を継続し、総合力を発揮し
て営業活動を積極果敢に展開するとともに、原価の低減、生産性の向上、業務の効率化に努め
ました結果、当期における当社グループの連結業績につきましては、完成工事高は前期比
1.6％増の4,753億4千5百万円となりました。利益につきましては、経常利益は353億7千8
百万円(前期比10.6%増)、親会社株主に帰属する当期純利益は236億6千9百万円(前期比
15.2％増)となりました。
当社個別の業績につきましては、完成工事高は4,162億9千3百万円(前期比3.2％増)、経

常利益は306億7千6百万円(前期比18.2％増)、当期純利益は231億5千4百万円(前期比
44.0％増)となりました。　
また、配当金につきましては当期の業績等を勘案し、１株につき年間２４円とさせていただき

ました。このうち先にお支払いした中間配当金の１０円を差し引き、残り１４円を期末配当金と
させていただいております。

今後の景気につきましては、新興国や資源国の景気の停滞により円高・株安に進むおそれ
があり、国内景気に下振れのリスクを残すなど、先行きが不透明な状況となっております。
建設業界では、民間投資の継続が期待されますが、技能労働者の不足による建築工程の遅

延や労務費の上昇などが、引き続き懸案事項となっております。
こうした状況のなかで、当社グループは電力インフラ事業への貢献や地域に密着した事業
活動を継続する一方、首都圏における事業展開の更なる強化や長期的視野に立った海外事業
を展開し、お客様のニーズに応じて高い技術と技能で安全と安心と快適をお届けしながら、社
会へ貢献してまいります。
また、法令遵守やリスク管理を含めた内部統制システムの運用を継続するとともに、透明性
のある健全な業務遂行、業務の質の更なる向上、人材育成の強化、安全最優先の徹底に取り
組み、どのような外部環境の変化にも対応できるよう事業基盤の整備強化を推し進めてまい
ります。
株主の皆様におかれましては、今後とも深いご理解をいただき、ご支援を賜りますようお願

い申し上げます。
　平成28年6月

前田 幸一取締役社長

ごあいさつ

1 2



売上高
（単位：億円）

4,911

3,765
3,479

109.09

94.67

73.92

39.61

99期 100期 101期 102期
（当期）

99期 100期 101期 102期
（当期）

99期 100期 101期 102期
（当期）

99期 100期 101期 102期
（当期）

99期 100期 101期 102期
（当期）

99期 100期 101期 102期
（当期）

経常利益・親会社株主に帰属する当期純利益
（単位：億円）

400

300

200

100

0

5,143
4,679

236
218

97

281

353

163

205

319

5,475

3,413
3,776

5,184
5,422

連結決算ハイライト

5,102

6,000

5,000

4,000

3,000

2,000

1,000

0

1株当たり当期純利益
（単位：円）

120

90

60

30

0

106.72

74.09

59.29

99期 100期 101期 102期
（当期）

（単位：円）
120

90

60

30

0

総資産・純資産

（101期以前は当期純利益を表記しています。）

（単位：億円）
6,000

5,000

4,000

3,000

2,000

1,000

0

経常利益 親会社株主に帰属する当期純利益 受注工事高 完成工事高

総資産 純資産

受注工事高・完成工事高
（単位：億円）

1株当たり当期純利益 総資産・純資産
（単位：億円）

6,000

5,000

4,000

3,000

2,000

1,000

0

総資産 純資産

4,753

6,000

5,000

4,000

3,000

2,000

1,000

0
99期 100期 101期 102期

（当期）

経常利益・当期純利益
（単位：億円）

350

300

250

150

200

100

50

0

経常利益 当期純利益

306

160

259
233

107

230
4,217 4,033 4,207 4,162

4,736
4,482

4,147 4,268

43.67

3,611

5,021

3,268

4,726

3,329

4,799

3,505

4,899

231

131

3 4

個別決算ハイライト



（平成28年３月31日現在） （平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）

当 期 首 残 高

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当

親会社株主に帰属する当期純利益

自 己 株 式 の 取 得

自 己 株 式 の 処 分

連 結 範 囲 の 変 動

　株主資本以外の項目の当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計

当 期 末 残 高

２６，４１１

－

２６，４１１

２９，６５７

０

△２５

△２５

２９，６３１

２７７，９９９

△４，９９０

２３，６６９

△１５９

１８，５１８

２９６，５１８

△９７８

△５４

０

△５３

△１，０３２

３３３，０８９

△４，９９０

２３，６６９

△５４

０

△１８５

１８，４３８

３５１，５２８

４１，４９２

△７，６３７

△７，６３７

３３，８５５

７１９

△２５９

△２５９

４５９

４２，６４３

△１９，１８８

△１９，１８８

２３，４５５

１，９２５

△３８８

△３８８

１，５３７

３７７，６５９

△４，９９０

２３，６６９

△５４

０

△１８５

△１９，５７７

△１，１３８

３７６，５２１

３２５，７５１

４０，４３１

１９３，７６２

７０，０００

１１，０９８

１，１９３

５，１０８

７，５５５

△ ３，３９８

２２１，８０２

１０１，８４２

２８，２２３

１３，２２８

１，０９０

５７，９２７

１，３７２

１，７４８

１１８，２１１

１０９，２２１

１，３１５

１１，１４０

△ ３，４６５

５４７，５５４

５４７，５５４

資  産  の  部

固定資産

　有形固定資産

資　産　合　計

４７５，３４５
３９６，３６７
７８，９７７
４５，５２７
３３，４５０

１，９６２
３２８
１５６
４２６ 　２，８７３

２６１
２３９
５６
３８７　　 ９４５

３５，３７８

６
１，７５３

９　 １，７６９

１９
１０７
２２５
０

１４５
１３５
８

２１３
９９
２３０　 １，１８６

３５，９６１
１３，２７７
△ ７４４  １２，５３３

２３，４２８
△ ２４０
２３，６６９

１９，７９３
△ ８９８

△ ６，１３３
△ ４７６
１２，２８４
９３，５５８
△ ４９

１０５，７９３

その他の包括利益累計額

連結財務諸表（単位：百万円）

［連結貸借対照表］ ［連結損益計算書］
（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）
［連結株主資本等変動計算書］

（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）
［連結キャッシュ・フロー計算書］

流動資産

現 金 預 金

受取手形・完成工事未収入金等

有 価 証 券

未成工事支出金

材 料 貯 蔵 品

繰延税金資産

そ の 他

　貸倒引当金

建物・構築物

機械・運搬具

工具器具・備品

土 地

建 設 仮 勘 定

投資有価証券

繰延税金資産

そ の 他

　貸倒引当金

完成工事高
完成工事原価
完 成 工 事 総 利 益

販売費及び一般管理費
営 業 利 益

営業外収益
受取利息及び配当金
不 動 産 賃 貸 料
持分法による投資利益
そ の 他

営業外費用
支 払 利 息
為 替 差 損
特 別 弔 慰 金
そ の 他
経 常 利 益

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益
投資有価証券売却益
会 員 権 売 却 益

特 別 損 失
固 定 資 産 売 却 損
固 定 資 産 除 却 損
減 損 損 失
投資有価証券売却損
投資有価証券評価損
関係会社株式評価損
会 員 権 評 価 損
損 害 賠 償 金
持 分 変 動 損 失
為替換算調整勘定取崩額
税金等調整前当期純利益
法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額
当 期 純 利 益
非支配株主に帰属する当期純損失（△）
親会社株主に帰属する当期純利益

負  債  の  部

負債純資産合計

流動負債

支払手形・工事未払金等

短 期 借 入 金

未払法人税等

未成工事受入金

工事損失引当金

完成工事補償引当金

役員賞与引当金

そ の 他

固定負債

繰延税金負債

役員退職慰労引当金

退職給付に係る負債

そ の 他

純 資 産 の 部

株主資本

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

自 己 株 式

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

為替換算調整勘定

退職給付に係る調整累計額

非支配株主持分

科　目 金　額
資

本

金

資
本
剰
余
金

利
益
剰
余
金

自

己

株

式

株
主
資
本
合
計

非
支
配
株
主
持
分

純

資

産

合

計

そ
の
他
有
価
証
券

評
価
差
額
金

為

替

換

算

調

整

勘

定

そ
の
他
の
包
括

利
益
累
計
額
合
計

４３２

△１１，２９１

△１１，２９１

△１０，８５９

退
職
給
付
に
係
る

調
整
累
計
額

営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー
投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー
財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー
現 金 及 び 現 金 同 等 物 に 係 る 換 算 差 額
現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額（ △ は 減 少 ）
現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高
連 結 除 外 に 伴う現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 減 少 額
現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高

Ⅰ
Ⅱ
Ⅲ
Ⅳ
Ⅴ
Ⅵ
Ⅶ
Ⅷ

１３６，０７２

６７，８８１

１６，３４０

１０，４２３

１０，６８６

５１５

３９８

１７３

２９，６５３

３４，９６０

５，３８５

２３４

２８，５２５

８１４

３７６，５２１

３５１，５２８

２６，４１１

２９，６３１

２９６，５１８

△ １，０３２

２３，４５５

３３，８５５

４５９

△ １０，８５９

１，５３７

１７１，０３２

５４７，５５４

　無形固定資産

　投資その他の資産

科　目 金　額 科　目 金　額 株　主　資　本

科　目 金　額
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流動資産
現 金 預 金
受 取 手 形
完成工事未収入金
有 価 証 券
未成工事支出金
材 料 貯 蔵 品
繰延税金資産
そ の 他
　貸倒引当金

固定資産
有形固定資産
建物・構築物
機械・運搬具
工具器具・備品
土 地

無形固定資産
借 地 権
電 話 加 入 権
ソフトウェア

投資その他の資産
投資有価証券
関係会社株式
長 期 貸 付 金
破産更生債権等
長期前払費用
前払年金費用
そ の 他
　貸倒引当金

流動負債
支 払 手 形
工 事 未 払 金
短 期 借 入 金
未 払 金
未 払 費 用
未払法人税等
未成工事受入金
工事損失引当金
完成工事補償引当金
役員賞与引当金
そ の 他

固定負債
繰延税金負債
退職給付引当金
そ の 他

純 資 産 の 部
株主資本
　資　本　金
　資本剰余金

資 本 準 備 金
その他資本剰余金

　利益剰余金
利 益 準 備 金
その他利益剰余金
　固定資産圧縮積立金
　別途積立金
　繰越利益剰余金

　自 己 株 式
評価・換算差額等
　その他有価証券評価差額金

完 成 工 事 高
完成工事原価
完成工事総利益

販売費及び一般管理費
営 業 利 益

営 業 外 収 益
受取利息及び配当金
そ の 他

営 業 外 費 用
支 払 利 息
為 替 差 損
特 別 弔 慰 金
そ の 他
経 常 利 益

特 別 利 益
固定資産売却益
投資有価証券売却益
会 員 権 売 却 益
投資損失引当金戻入額

特 別 損 失
固定資産売却損
固定資産除却損
減 損 損 失
投資有価証券売却損
投資有価証券評価損
関係会社株式評価損
会 員 権 評 価 損
損 害 賠 償 金
税引前当期純利益
法人税、住民税及び事業税
法人税等調整額
当 期 純 利 益

３，０３４
４７５

２５０
４３９
５６
２５０

４
１，７５３

９
１，９０２

２
７０
１３
０

１４５
１３５
５

２１３

１１，５９８
△ ９９４

４１６，２９３
３４８，８２９
６７，４６３
３９，２９９
２８，１６３

３，５１０

９９７
３０，６７６

　

３，６６９

５８６
３３，７５９

１０，６０４
２３，１５４

１１６，７２７
１，９８０
５５，３７９
１５，２６０
７，８３２
１２，０８７
９，３６９
６，４３４
２２３
１５９
６５

７，９３５
２４，２２１
９，６３２
１３，６３４
９５４

３６１，１８０
３２８，１５５
２６，４１１
２９，６５７
２９，６５７

０
２７３，１１９
６，６０２

２６６，５１６
３２６

２４０，４００
２５，７８９
△ １，０３２
３３，０２４
３３，０２４

２７６，８２３
１６，０３８
１５，８９７
１５７，３０６
７０，０００
９，４４２
７５３

４，７４８
５，９８８

△ ３，３５１
２２５，３０５
８３，８１４
２５，０６０
２，５６２
７９４

５５，３９７
１，４４９
１１７
１４８

１，１８２
１４０，０４１
１０３，８８６
６，４７４
２２，５１７

０
１０１

１，９３０
８，５１５

△ ３，３８４

当 期 首 残 高

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当

別 途 積 立 金 の 積 立

当 期 純 利 益

自 己 株 式 の 取 得

自 己 株 式 の 処 分

　株主資本以外の項目の当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計

当 期 末 残 高

２６，４１１

－

２６，４１１

２９，６５７

－

２９，６５７

０

０

０

０

２９，６５７

０

０

２９，６５７

６，６０２

－

６，６０２

３２６

－

３２６

２３０，４００

１０，０００

１０，０００

２４０，４００

２５４，９５５

△４，９９０

－

２３，１５４

１８，１６４

２７３，１１９

１７，６２５

△４，９９０

△１０，０００

２３，１５４

８，１６４

２５，７８９

△９７８

△５４

０

△５３

△１，０３２

３１０，０４５

△４，９９０

－

２３，１５４

△５４

０

１８，１１０

３２８，１５５

４０，５２４

△７，４９９

△７，４９９

３３，０２４

４０，５２４

△７，４９９

△７，４９９

３３，０２４

３５０，５６９

△４，９９０

－

２３，１５４

△５４

０

△７，４９９

１０，６１０

３６１，１８０

資 産 の 部 ５０２，１２９

資 産 合 計 ５０２，１２９ 負債純資産合計

負 債 の 部

科　目 金　額 科　目 金　額
（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）
［株主資本等変動計算書］

資

本

金

自

己

株

式

株
主
資
本
合
計

そ
の
他
有
価
証
券

評
価
差
額
金

評
価
・
換
算

差
額
等
合
計

純
資
産
合
計

資
本
準
備
金

そ

の

他

資
本
剰
余
金

資
本
剰
余
金

合

計

利
益
剰
余
金

合

計

固
定
資
産

圧
縮
積
立
金

別

途

積
立
金

繰
越
利
益

剰
余
金

利
益
準
備
金

株　主　資　本 評価・換算差額等

資本剰余金 利益剰余金
その他利益剰余金

科　目 金　額
１４０，９４８

５０２，１２9

8

（平成28年３月31日現在）

個別財務諸表（単位：百万円）

［貸借対照表］
（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）
［損益計算書］
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99期 100期 101期 102期
（当期）

287
268264

［環境関連工事］

（単位：億円） 受注工事高 完成工事高

［電力その他工事］

（単位：億円） 受注工事高 完成工事高
400

200

300

100

0

600

500

300

400

200

100

0
99期 100期 101期 102期

（当期）

398

500

387
336

234

99期 100期 101期 102期
（当期）

434

529
575

416

595582

458

［情報通信工事］

（単位：億円） 受注工事高 完成工事高
700

500

600

400

300

200

100

0

269

150

470

226

309

225235

290
376

［工事種別完成工事高構成比］

一般電気工事
61.0％

環境関連工事
7.0％

電力その他工事
8.1％

情報通信工事
10.4％

配電工事
13.5％

564

99期 100期 101期 102期
（当期）

99期 100期 101期 102期
（当期）

563

事業の概況

［配電工事］

［一般電気工事］

628 613

659

575

616
580

700

600

650

550

500

450

400

0

（単位：億円） 受注工事高 完成工事高

（単位：億円） 受注工事高 完成工事高

2,500

3,000

2,000

1,500

1,000

500

0

109

2,703
2,538

2,703

2,301
2,492

2,6862,763
2,438

［工事種別事業の概況］ （単位：百万円）

工事種別

配 　 電 　 工 　 事

一　般　電　気　工　事

情　報　通　信　工　事

環　境　関　連　工　事

電 力 そ の 他 工 事

合　　　　　　　　　計

前 期
繰 越 工 事 高

当 期
受 注 工 事 高 合 計 当 期

完 成 工 事 高
次 期
繰 越 工 事 高

7,020

216,240

12,517

24,295

29,476

289,551

56,473

270,314

41,684

28,799

23,444

420,716

63,493

486,555

54,202

53,094

52,920

710,267

56,390

253,815

43,420

29,017

33,649

416,293

7,103

232,740

10,781

24,076

19,271

293,974



（注）※は代表取締役であります。

取 締 役 会 長

取 締 役 社 長

取 締 役 副 社 長

取 締 役 副 社 長

取締役 専務執行役員

取締役 専務執行役員

取締役 専務執行役員

取締役 常務執行役員

取締役 常務執行役員

取 締 役

取 締 役

常任監査役（常勤）

常任監査役（常勤）

監　査　役（常勤）

監 査 役

監 査 役

※

※

※

※

［役員］

齊　藤　紀　彦

前　田　幸　一

川　口　充　功

浦　島　澄　男

前　田　榮　孝

石　田　貢　滋

大　西　良　雄

小　林　賢　治

松　尾　志　郎

吉　田　治　典

鳥　山　半　六

宮　地　雄　一

和　田　　　馨

佐　竹　育　造

豊　松　秀　己

岩　根　茂　樹

会社の概要 （平成２8年３月３１日現在）
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株式会社  き　ん　で　ん

KINDEN  CORPORATION

昭和19年8月26日

264億1,148万7,018円

2億1,814万1,080株
（うち自己株式数 117万7,170株）

大阪市北区本庄東2丁目3番41号

東京都千代田区九段南2丁目1番21号

中  央   京  都   神  戸   姫  路
奈  良   和歌山   滋  賀

大  阪   東  京   中  部   中  国
九  州   北海道   東  北   四  国
横  浜

  1.   電気工事
  2.   土木工事
  3.   管工事
  4.   電気通信工事
  5.   建築工事
  6.   鋼構造物工事
  7.   造園工事
  8.   水道施設工事
  9.   舗装工事
10.   塗装工事
11.   内装仕上工事
12.   機械器具設置工事
13.   消防施設工事
14.   とび・土工・コンクリート工事
15.   前各号の工事に関連する調査、企画、設計および監理
16.   次の物品の加工、修理、販売、設置および賃貸
    ｱ）　前各号の工事に関連する電気機械器具、機械装置
    ｲ）　建築用資材、建設用工具
    ｳ）　発電用・送電用の制御機器、照明器具および配線
　　    付属品
    ｴ）　空気調和設備機器、衛生用機器、空気圧縮機等の
　　    建設機械および熱供給装置
    ｵ）　電気通信機器、コンピューターおよび周辺機器、事
　　    務用機器、厨房設備機器・収納庫等の住宅設備機器
    ｶ）　家庭用電化製品
17.   電気の供給に関する事業
18.   熱の供給に関する事業

19.   電気および熱の供給に関するエンジニアリング、
　　コンサルティングおよび技術・ノウハウの販売
20.   工業所有権、著作権、ノウハウその他の無体財産権、
　　コンピューターを利用した各種ソフトウェアの企画、
　　開発、取得、実施許諾および販売、賃貸
21.   コンピューターによる情報処理および情報提供に
　　関する事業
22.   測量全般にわたる測量業務
23.   建物内外の保守管理業務
24.   産業廃棄物の収集運搬に関する事業
25.   電気通信回線の提供
26.   労働者派遣法に基づく労働者派遣事業
27.   前各号に付帯または関連する一切の事業
 当会社は、各号の事業ならびに会社経営に関連する事
 業に対して投資しまたは会社設立の発起人となること
 ができる。

102か所

京都研究所（京都府木津川市）

きんでん学園（兵庫県西宮市）
人材開発センター（千葉県印西市）

国土交通大臣許可　　　  第114号

7,139名

特-28

［会社概要］ ［会社の目的］（定款第2条）

主 な 事 業 所

商 号

英 文 名

設 立 年 月 日

資 本 金

発行済株式総数

本 店

東 京 本 社

支 店

支 社

営 業 所

研 究 所

研 修 施 設

建設業者許可

従 業 員 数



三菱UFJ信託銀行株式会社

三菱UFJ信託銀行株式会社　大阪証券代行部
大阪市中央区伏見町三丁目６番３号（〒５４１-８５０２）
電　話　０１２０-０９４-７７７（通話料無料）

株主名簿管理人および
特別口座の口座管理機関

同 連 絡 先

公 告 方 法

http://www.tr.mufg.jp/daikou/同インターネットホームページ

100株

毎年3月31日

毎年6月

毎年3月31日
毎年3月31日
毎年9月30日

単 元 株 式 数

決 算 期 日

定 時 株 主 総 会

基 準 日
定時株主総会
期末配当金
中間配当金

１．各種お手続きに関するお問合せ先
　株主様の住所変更、名義変更その他各種お手続きにつきましては、原則、口座を開設されている口座
管理機関（証券会社等）で承ることとなっております。口座を開設されている証券会社等にお問合せく
ださい。
２．単元未満株式をお持ちの株主様へ
　単元未満株式とは、100株（単元株）に満たない株式のことで、株式市場では売買できない単位の株
式をいいます。単元未満株式の買取・買増請求のお手続きにつきましては、単元未満株式が一般口座に
記録されている場合は口座を開設されている証券会社等に、特別口座に記録されている場合は、特別口
座管理機関(三菱UFJ信託銀行)にお問合せください。
特別口座に記録されている単元未満株式にかかる買取手数料・買増手数料は無料ですので、是非ご活用
ください。

３．特別口座をご利用の株主様へ  (特別口座から一般口座への振替のお手続き)
　特別口座に記録されている株式は特別口座のままでは売却できません(単元未満株式は除きます。)。
特別口座に記録されている株式を株式市場で売却するためには、証券会社等に一般口座を開設し、三菱
UFJ信託銀行の特別口座から株式を振替える必要があります。
　特別口座に記録されている株式に関する各種お手続きにつきましては、上記の特別口座管理機関(三菱
UFJ信託銀行)にお問合せください。

株式に関するお知らせ

電子公告
ただし、事故その他やむを得ない事由によって
電子公告による公告をすることができない場
合は、日本経済新聞に掲載しておこないます。
（公告掲載URL）http://www.kinden.co.jp/

トピックス

買取請求 買増請求
ご所有の単元未満株式を、当社が市場価格にて買取
らせていただくお手続きです。

株式を当社から買い増していただき、ご所有の株式
数を単元株（100株）とするお手続きです。

株主メモ

（注）平成27年7月1日付で、1,000株から
100株に変更いたしました。

技能五輪国際大会情報ネットワーク施工職種で２連覇
　平成２７年８月１１日から１６日にかけて、ブラジルのサンパウロで第４３回
技能五輪国際大会が開催され、情報ネットワーク施工職種の日本代表で
出場した島瀬竜次選手が金メダルを獲得し、同職種では、当社として２大
会連続２人目の金メダリストが誕生しました。
　島瀬選手は世界中から集まった強豪選手と４日間にわたって熾烈な戦い
を繰り広げ、金メダルを獲得しました。さらに、日本代表選手の中で最高得
点者に贈られる「ベスト・オブ・ネイション（国別最高得点賞）」を受賞しま
した。
　このように当社は長年にわたって技術・技能の継承に努め、お客様の信
頼を得られる人材の育成に努めております。

防災調整池ミドルソーラー

東松島市（宮城県）スマート防災エコタウン
未知の事業で総合力を発揮　　　 

　東日本大震災からの復興に取り組む東松島市と積水ハウス株式会社が
整備する「東松島市スマート防災エコタウン」では、自営の電力線によりマ
イクログリッド※を構築し、平常時はエリア内でエネルギーを地産地消し
て、地球温暖化防止に貢献する電源システムを構築しています。
　すべての設備はＣＥＭＳ（地域エネルギー管理システム）で制御され、地
域内に最適な状態で電力を供給できます。エリア内の調整池や集合住宅・
集会場の屋根に太陽電池パネルを配置し、また、これらの電源を大容量蓄
電池と接続することで、充電と放電を同時に行い、余剰電力も有効活用で
きる仕組みとなっています。
　さらに災害など非常時の電力供給のために、非常用のバイオディーゼ
ル発電機を設置しており、停電の際には、これらの発電設備をＣＥＭＳに
よって計画的にコントロールします。最低３日間は発電機主体で電力供給
を継続でき、それ以上の長時間停電時には太陽光発電と蓄電池により最
低限の電力供給を続けることが可能です。
　当社は、前例のない未知の事業であるスマート防災エコタウンのプロ
ジェクトに設計・施工業者として参画し、当社の総合力を発揮して、環境に
やさしく災害に強いまちづくりに取り組んでおります。

※　マイクログリッド：既存の発電所からの電力にほとんど依存しない、エネルギー供給源と
 消費施設をもつ小規模なエネルギー・ネットワーク

表彰式で日の丸を掲げる島瀬選手（写真中央）
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見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

環境に配慮した植物油
インキを使用しています。
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